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１． 研究課題 

 本研究は、基礎自治体の範域をこえる広域圏を計画単位とする研究代表者の一連の理論的成果を

踏まえ、都市計画と農村計画を一元的に進め、広域連携の新たな担い手に、自治体と協働する民間

企業を想定するものである。特に、広域圏計画において自治体と協働可能な民間企業の候補として、

複数市町村を商圏として活動している地域密着型の中小規模の建設業を位置づけ、基礎自治体とは

異なる民間企業の特性を活かした広域圏計画における①「計画単位」②「計画主題」③「計画ガバ

ナンス」に着目した計画技術を軸とするフレームワークを構築する。加えて具体的なケーススタデ

ィ・エリアでのモデル計画案の策定と民間企業の参画による事業実施の可能性と採算性を検証し、

普遍的な理論へフィードバックする。 

 この発想は、研究代表者が、2017〜18年度、経済産業省の「地域未来牽引企業の選定に係る有識

者委員会」に参加した経験が背景にある。「地域未来牽引企業」は地域内外の取引実態や雇用・売上

高を勘案し、地域経済のバリューチェーンの中心的な担い手として、現在、全国で 4,743社（うち

378社が建設業）社が選定されている。 

 地域密着型の建設業が公共サービスの市場化の役割を担い、公共施設の指定管理や各種 PFI事業

へ参画する先進例も増えており、（県境を越える）広域の商圏で事業を複合化して展開することによ

るスケールメリットの実現も期待される。人口減少下において、建設業が業態の変更を模索する中

で、旧来のゼネコンの下請けや孫請けの地元の「土建」業から、複数の自治体と協働した「まちづ

くりマネジメント」業へ転換することが大いに期待できる。 

 

２． 主な研究成果 

本研究は、基礎、理論、実践応用の３つのレベルからなり、Step1 理論的仮説、Step2 実証分析、

Step3 FS検証・実用的応用、Step4 理論化、Step5 政策化の５段階で進める。全国レベルの調査と

ケーススタディを併用し、参画する民間企業を具体的に想定してフィールドごとに３年間かけて理

論と実践の間を往復する研究方法が特徴で、広域圏計画実践への民間企業参画の可能性を理論と実

践の両面から明らかにする。 

 本年度は、Step.2として、経済産業省が選定する「地域未来牽引企業」(全 4,782社)のうち、特

に【建設業】(378社)および【不動産業・物品賃貸業】(35社)を対象とし、1)地域未来牽引企業の

概観に関する調査、および 2)地域未来牽引企業へのヒアリング調査・実地調査を実施した。以上よ

り、各社の多角的な事業展開の実態を明らかにしたうえで、公共的サービスの提供可能性について

検討した。 

 

2.1 地域未来牽引企業の概観に関する調査の概要 

 本調査は主にインターネット上で行い、地域未来牽引が取り組む「公共的サービス」について、



 

その定義と実施状況を整理した上で、各企業のホームページやサービスの詳細情報を記したそのほ

かの資料や記事より、情報([基本情報]従業員数・主要業務・事業範囲、[公共的サービス]内容・事

業形態・範域)を網羅的に収集した。 

 

2.2 地域未来牽引企業の概観に関する調査の研究成果 

 本研究では、建設業外かつ地域貢献型の事業を「公共的サービス」とし、公共サービスの分類を

元に、18 種類のテーマ分類したうえで、「公共的サービス」を範域・事業形態との関係、およびテ

ーマとの関係から考察した。 

 その結果、地域未来牽引企業の【建

設業】のうち、約半数の企業が「公共

的サービス」を実施しており、さらに

そのうち半数の企業は複数の「公共的

サービス」を実施していることがわか

った。サービス展開する範域は、単一

自治体にとどまるものが大半を占め、

事業形態は CSRが約 6割を占めるこ

とが明らかとなった。各テーマの特徴

に応じて、範域を複数展開するサービ

スと単一自治体にとどまるサービス

の傾向が確認され、範域を広げやす

いサービスは、柔軟な事業形態の選

択が可能であり収益性の向上や事業

継続の可能性が高まることが示唆さ

れた。一方、単一自治体を中心とし

たサービスでは、地域密着型の特性

が重視され、企業と地域の信頼関係

の構築が重要な要素となっているこ

とが明らかとなった。  

 また、地域未来牽引企業の【不動

産業・物品賃貸業】による「公共的

サービス」について、範域は単一自

治体のものが約 6 割を占め、事業形

態は CSR が半数程を占めることがわ

かった。【建設業】と比較すると、【不

動産業・物品賃貸業】では CSV(自主

的事業)としての広域展開が多く見

られ、本業の特性上、複数自治体に

またがる事業展開の選択がしやすい

ことが示唆された。加えて、「建設業」で CSRの割合が高かった[清掃]や[森林管理]については、

【不動産業】では実施例が少なく、業種間での事業形態の違いが明確に示された。  

 両者をあわせて、「公共的サービス」の事業実施体制について、連携主体(連携せず自社グループ

完結／行政／他企業／NPO／共同出資団体)とその連携体制(自主的事業／活動参加／受託事業の 2

つの側面から、13 種類に分類し整理および考察を行った。13 種類の事業実施体制について、範域

(単一自治体／複数自治体／都道府県跨ぎ)と事業テーマとのクロス集計を行い、その結果「公共的

サービス」の事業実施体制 13つにはそれぞれ特徴があることが明らかとなった。総じて「自社グル

図表 1：「公共的サービス」の実施数別の企業数 

図 2：「公共的サービス」の範域と事業形態 



 

ープ完結のものは範域・事業形態・テーマを問わず約半数を占めていること」、「自社完結以外の 12

種類の実施体制については、それぞれ範域や事業形態、あるいはテーマの件形成に一定の特徴がみ

られること」がわかった。以上より、「公共的サービス」はその範域や事業形態、テーマに基づいて、

建設業者として実施しやすい、または収益を生み出しやすい事業体制が選ばれていることが考察さ

れた。 

 

2.3 地域未来牽引企業へのヒアリング調査・実地調査の概要 

 上記 1)の調査を踏まえ、突出して特徴的・先進的な「公共的サービス」を展開している地域未来

牽引企業を 25 社選定した。なかでも際立った特徴を有する 6 社に対してヒアリング調査および実

地調査を依頼し、協力の得られた 2社について現地調査を実施した。 

 

2.4 地域未来牽引企業へのヒアリング調査・実地調査の研究成果 

 2社について、「公共的サービスを展

開した背景」「公共的サービスの内容」

「公共的サービスにおける連携・ガバ

ナンス」「公共的サービスの展開の展

望」について調査し、地方建設業者が

「公共的サービス」の展開に至るプロ

セスと構造を考察した。 

 その結果、調査対象となる 2社はと

もに中小規模であり、各社の社長や経

営層の経験・思想が「公共的サービス」

展開に強い影響を与えていることが

明らかとなった。「公共的サービス」の

取り組みに至る背景には、【建設業者

としての変革】【地域活性化の必要性】

があり、【建設業者としての変革】にお

いて両社とも地方建設業者としての

企業経営の観点から事業の多角化を

推進し、【地域活性化の必要性】におい

て両社ともに地元の活性化に貢献する必要性を掲げていた。このことから、地方建設業者の「公共

的サービス」を推進するためには、その背景にある経営層へのアプローチが有効であることが示唆

された。 

 加えて、両社ともに「公共的サービス」において、経営理念や経営層の経験・思想・地域へのニ

ーズへの対応によって企業の「立ち位置」を確立させていることも伺えた。ソフトな施策を絡めた

事業者の誘致・支援や地域外プレイヤーを積極的に取り込むことによる地域価値の向上を目的とし、

「現代版家守」となっている加和太建設と、自社所有の建物や土地を活用した取り組みを中心とし

て自らが主体的プレイヤーとなり、地域の「ウェルビーイング」を実現することを目標とする加賀

建設で、それぞれ立ち位置に違いがみられた。そして、確立された企業の「立ち位置」が、「公共的

サービス」の展開における方向性の決定に寄与していることも明らかとなった。「公共的サービス」

展開では事業性の向上、範域の拡大、内容の多角化、他主体との連携が実施されているが、これら

の要素のバランスが「公共的サービス」の展望に大きく影響していた。 

 以上の過程のもと、「公共的サービス」が展開されることにより、企業ブランディングへの貢献が

期待できる。事業としての成長については、事業内容や企業の「立ち位置」によって、その重要性

が大きく左右される。地域密着型である地方建設業者により、地元ニーズを踏まえた「公共的サー

図 3：地方建設業者による「公共的サービス」展開のプロセス 



 

ビス」が展開されることにより、

それぞれの地域活性化に貢献する

ことが明らかとなった。 

 また、「公共的サービス」の実施

メリットとしては【受託産業から

の脱却（建設業界の変革）】、【地域

価値の向上による建設業への還

元】、【自然環境の保全】、【企業認

知度の向上】、【ネットワークの形

成】、【社員の意識向上】の 6つが

挙げられた。いずれのメリットに

おいても、各企業の短期的な利益

へと結びつけることは難しいが、

中長期的な観点に基づく民間企業

の「公共的サービス」実施を促す

ことは、地域価値向上において有効

な手段のひとつであると考えられる。 

 一方、「公共的サービス」の展開範囲をみると、CSVの「公共的サービス」を広域で行っている地

域未来牽引企業(「建設業」および「不動産業・物品賃貸業」)は全体の 1 割弱にとどまっている。

「公共的サービス」は地域のみで行う方が望ましいケースもあることを留意した上で、中小規模の

建設業者が「公共的サービス」を広域展開するための課題を検討すると、「段階的なプログラムの展

開」「スケールメリットを活かした収益構造の構築」「他主体との連携戦略」が求められることが示

唆された。 
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５． 研究活動の課題と展望 

本年度における研究では、広域圏計画実践へと参画する民間企業として地域未来牽引企業を対象とし

て、インターネット調査・現地調査を行った。 

来年度以降は、本年度得られた知見(「公共的サービス」のテーマや事業実施体制、展開可能性、構造)

をもとに、埼玉・千葉の県境を越える広域圏について、具体的な「公共的サービス」の可能性を探るこ

とを展望とする。調査は、『いえ普請、みち普請、まち普請』を掲げる建設業を本業とする企業体であり、

埼玉県北部および千葉県北部を商圏として地域密着で実績をあげており、かつ「地域未来牽引企業」に

選定されている P社グループ企業（全 26社） について、ノウハウを活用したモデル計画を策定し、行

政へのヒアリングや市民意向調査を実施する。 

以上を通して、これまで基礎自治体が独占してきた公共サービスの提供主体に民間企業を加えること

によって、広域圏計画実践への民間企業参画の可能性を理論と実践の両面から明らかにしたうえで、政

策提言を行う。本研究の成果は、多くの自治会が抱える社会の構造的問題に対し、個別の自治体範域を

超えた「社会的空間の質的向上をめざした空間計画マネジメントシステム」に対して、抜本的改革に至

るための意義ある視座を構築することが期待される。 


